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イノベーション創出能力と横断型基幹科学技術の役割
～国創りに結実する科学技術創造を目指して～

柘植綾夫�1��2

Enhancement of Innovation Capability and the Roll of
Transdisciplinary Science and Technology～Creation of

Science & Technology to Build-up Japan in the 21st Century～
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Abstract– The key issue of the role of the science and technology in the 21st century is how to
create the socio-economic value through the science & technology innovation process. The roll of
the transdisciplinary science and technology is indispensable to build up Japan in the 21st century
for both the national innovation system and also for the global sustainable innovation ecosystem.
Building the Innovation Pipe Network Systems is proposed connecting the kowledge creation and
the socio-economic value creation in conjunction with the roll of the transdisciplinary science and
technology.
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1. はじめに

国を挙げて科学技術創造立国への活動が進む中，益々
分化しシャープエッジ化する先端科学技術の “知の創造”

と，それを国民，世界に還元する “社会・経済価値創造”

との結合能力，すなわち「イノベーション創出能力」の
強化が国創りの要になっています．
おりしも今年は，第 3期科学技術基本計画の実質初年

度と言う節目の年であり，同時に安倍総理大臣が平成 18

年 9月 29日の就任時指針表明において国民に提示した
2025年までを視野に入れた長期の戦略指針 “イノベー
ション 25”の具体化の年でもあります．
筆者は産業界にいた折から横断型基幹科学技術の国創

りへの役割の重要性を確信し，40余の学会の連合体であ
る “横断型基幹科学技術研究団体連合（横幹連合）” と
両輪の産業側の集まりである “横断型基幹科学技術推進
協議会（横幹技術協議会）を桑原会長（日立マクセル会
長）と設立し，副会長を務めています．さらに総合科学
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技術会議議員として第 3期科学技術基本計画の策定 [1]

と，その実行に向けた “イノベーション創出総合戦略”[2]

の策定に参画した立場から，国創りに結実する科学技術
政策の役割を再確認し，知の創造が社会経済的価値創造
に結合し “イノベーション創出” に結実する構造におけ
る横断型基幹科学技術の役割について考えてみたい．
それは横幹連合の「コトつくり長野宣言」における

「知の統合と横断型基幹科学技術を活用した社会的問題
解決と人材育成」の命題への解を求めることに他なりま
せん．

2. なぜ今 “イノベーション”か？

第 3期科学技術基本計画において “イノベーション”

を “科学的発見や技術的発明を洞察力と融合し発展させ，
新たな社会的価値や経済的価値を生み出す革新” と定義
しています．45ページの基本計画の本文において 38箇
所も “イノベーション”の表現を記せねばならなかったこ
とを，科学と技術を担う産学官の科学技術コミュニテー
は重く受け止めねばなりません．言い換えると，学術に
よる知の創造が社会経済的価値創造と結合し，国民・社
会・世界に還元することが 21世紀の今ほど強く求めら
れている時代は無いと言えましょう．
国内的な面からは，確実に予測される少子高齢化と
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Fig. 1: 第三期基本計画の新機軸：知の創造を社会的価値化へ

人口減少社会での国力の持続的発展，すなわちNational

Innovation Ecosystemの構築が求められており，その実
現には科学技術イノベーションが必須です．一方，全地
球的な面からは，迫り来る 3E（環境・経済・エネルギー）
問題や水と食料問題等の地球規模での危機の解決，すな
わちGlobal Innovation Ecosystemの構築にも協調と競争
原理のもとでの科学技術イノベーションが不可欠です．
特に National Innovation Ecosystemの構築は国・地方

自治体の財政の崩壊を防止し，早期の回復に代表される
様に喫緊の課題です．その解決は「国・地方の財政」と
「家庭の財政」および「企業の財政」の “三つの財政強
化に必要な連立方程式の解”の追及にあり，その実現に
は健全な雇用と納税を支える企業の世界競争力強化によ
る企業財政の強化が必須です．しかも，10年先も 20年
先にもそのメカニズムが持続するためには，まさに科学
技術的知の創造を継続し，それを絶えず社会経済的価値
創造に結びつける “持続的イノベーション創出能力” が
鍵です．
第 3期科学技術基本計画でも明確に打ち出している

ように，国家の科学技術革新への歳出は “コスト” では
なく，“イノベーション創出への先行投資” であるのは，
この National Innovation System強化への社会経済ニー
ズに基づいています．
我が国の少子高齢化の速度を考える時，この 10年が

21世紀の国創りの勝負であり，これを逃すと日本の国

力は衰え，次代の日本人は豊かな文明を享受できなくな
るとともに，Global Innovation Ecosystem構築貢献への
約束も果たせなくなることを今改めて噛み締め，国を挙
げて “イノベーション創出能力” の強化を図っていかね
ばなりません [6]．

3. 第3期科学技術基本計画の新機軸とイノベー
ション創出能力強化面からの課題

第 3期科学技術基本計画は Fig. 1（基本政策専門調査
会の資料に基づき筆者が加筆）に示すごとく科学技術に
よって切り拓き，国民・社会と世界に貢献する 6つの大
政策目標，12の中政策目標を掲げ，さらにその実現に
必要な具体的な個別政策目標を明確にしている点で，我
が国の科学技術政策の歴史において画期的と言えます．
その地道かつ確実な達成により，人類共通の課題の解
決，国際社会の平和と繁栄に貢献するGlobal Innovation

Ecosystemの構築に貢献すると共に，質の高い雇用の確保
と日本経済の持続的な発展，さらには国民生活に安心と
活力を提供する，いわゆるNational Innovation Ecosystem

の構築にも貢献することを約束しています．
学術界の有識者とイノベーションについて議論をする

際，イノベーション力強化策が短期的な成果を求める危
険性を持つことを指摘する意見があります．しかしなが
ら過去のイノベーションの事例から学ぶことは，科学技
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Fig. 2: 政策目標と重点 4分野との関係イメージ

術的価値の創造から実際に社会経済的価値創造にまで結
実するまでには 20年から 30年の地道な研究者と技術
者，そして経営者の継続的な執念と努力が必須であり，
同時にそのプロセスにおける適切な国の科学技術振興策
と社会経済政策が重要な役割を果たしてきたことです．
イノベーション創出プロセスは “知の創造と社会経済的
価値創造の結合における確率的なプロセス” と言えます
が，その結合確率を高める科学技術政策と産学官連携の
合理的な追及を否定してはいけません．同時に，多様性
と継続性を持った地道な科学技術的な知の創造活動も国
家的な枠組みにおいて確保せねばならないことも論を待
ちません．
この観点に立って，過去 10年間の第 1期，第 2期科

学技術基本計画期間中に培った知の創造を，これから 5

～10年かけて社会経済的価値に具現化するプロセスと
平行して，そのプロセスからの基礎科学技術へのフィー
ドバックと共に，10，20年先の視野での新たな知の創
造活動への投資も堅持せねばなりません．第 3期科学技
術基本計画は，この知の創造と社会経済価値創造の両面
を担保し，その実現に向けた「イノベーション創出総合
戦略」を策定しました [2]．
一方，第 3期基本計画はライフサイエンス，ナノテ

ク・材料，情報通信，環境，エネルギー，ものづくり技

術，社会基盤，フロンティアの 8つの推進分野に対し
て，273の重要な科学技術と 62の戦略重点科学技術の
抽出を行い，それに基づく各分野別推進戦略を策定して
います．言うならば，この「分野別推進戦略」は科学技
術的知の創造を「入り口」からみた考え方であり，一方，
Fig. 1の「科学技術により切り拓く 6つの政策目標」は
社会・経済的価値の創造を「出口」から見たものです．
ここで知の創造と社会経済的価値創造の結合の結果と

して「イノベーション」をコミットする際，Fig. 2（基
本政策専門調査会の資料に基づき筆者が加筆）に示す
「科学技術が実現を目指す政策目標」と「重点推進 4分
野および推進 4分野」との結合関係の健全性に拘るこ
とが重要です．Fig. 2において浮かび上がってくること
は，「8つの推進分野」とそれが狙う実現すべき「政策目
標」との関係が複雑に絡み合っていることです．言い換
えると，推進分野における個別の要素的研究：「知の創
造」と政策目標が狙う「社会経済価値創造」とが複雑な
結合構造になっており，科学技術イノベーションを論ず
るとき，「個別の知の創造と社会経済的価値創造との結
合能力」が十分担保されているかという議論を避けるこ
とが出来ないことが顕在化します．筆者はこの議論を支
える「場」として横幹連合と横幹協議会のミッションの
一つがあり，その「結合能力」の中核に「横断型基幹科

Oukan Vol.1, No.1 11



Tsuge, A.

学技術」が位置づけられるのではないかと考えます．
第 3期科学技術基本計画においては，イノベーション

創出における横断型基幹科学技術の重要性に対する認識
の下，第 2章，第 3項の「分野別推進戦略の策定及び実
施に当たり考慮すべき事項」として重要な指針を打ち出
しており，以下その抜粋を記します．
（１）新興領域，融合領域への対応

20世紀における偉大な発明・発見に際して，異分野の
知との出会いによる触発や切磋琢磨する中での知の融合
が果たした役割は大きい．21世紀に入り，世界的な知の
大競争が激化する中，新たな知の創造のためには，この
ような異分野間の知的な触発や融合を促す環境を整える
必要がある．8つの分野別戦略を策定する際に，これら
の新興領域・融合領域へ機動的に対応し，イノベーショ
ンに適切につなげていくことを十分に配慮して進める．
（２）政策目標との関係の明確化及び研究開発目標の設定
各分野別推進戦略において選定される重要な研究開

発課題については，それぞれが基本計画で示した政策目
標及びそれに基づき定められる個別政策目標に向けて，
科学技術面での成果（研究開発目標）を明確化する必要
がある．その設定に当たっては，基本計画期間中に目指
す研究開発目標及び最終的に達成を目指す研究開発目標
を設定することを基本とする．また，官民の役割分担，
各公的研究機関の役割を含め，研究開発目標の達成が政
策目標の達成に至る道筋も明らかにすることによって，
科学技術成果の社会・国民への還元についての説明責任
を強化する．
（３）戦略重点科学技術に係わる要配慮事項
社会的課題を早急に解決するために選定する研究開

発テーマにおいて，専門化・細分化されている知を，人
文・社会科学も含めて横断的に統合しつつ進めることが
必要であり，総合科学技術会議は，このような社会的な
技術について横断的な課題解決のための研究開発への取
り組みに配慮する．（以上第 3期科学技術基本計画から
抜粋）
「知の統合」と「コトつくり」を主たる目標に掲げる

横幹連合とその会員は，以上の基本計画の趣旨を最大限
に活かし，「横断型基幹科学技術がイノベーション創出能
力強化に果たす役割」を具体的に掘り下げて実行に移す
と共に，行政側にもこの面からの必要な科学技術政策強
化に向けた提言をすることを切に期待します．

4. イノベーション創出構造と人材育成

イノベーションを生み出す個人及び組織が持つ「知の
創造と価値創造の結合構造」強化の要は，日本のものづ
くりの強みと言われる “すり合わせ型価値創造力”[3] の
進化の道であり，その実現には， 1�機械工学，材料工学

Fig. 3: 知の創造と価値創造の結合に必要な能力と人材
像 [5, p. 438]

等の基盤工学と技術の伝承と進化， 2�IT, ナノテク，ラ
イフサイエンス等のニューテクノロジーフロンテアの最
大活用， 3�自然科学，社会科学，人文科学の融合の，三
位一体的な結合が不可欠です [4]．
この三位一体的な知の結合の実現には，如何に「教育

と研究とイノベーション」の三要素を立体的に結合して
いくかが大きな命題であり，これは横幹連合の「コトつ
くり長野宣言」における「知の統合と横断型基幹科学技
術を活用した社会的問題解決と人材育成」の目指す方向
と一致します．世界をリードするイノベーション人材育
成無しには 21世紀の日本の活路を開くことが出来ない
との認識に立ち，そのイノベーション創出構造と人材育
成の視点を以下で紹介します [5]．

Fig. 3に三角形で表現した社会的価値・経済的価値を
具現化した「イノベーション構造」の底辺は，自然科学
にとどまらず人文科学・社会科学にまでのスペクトルを
持った科学と技術の幅の広がりを表す．一方「イノベー
ション構造」の三角形の高さは，社会から要求される科
学技術の完成度に対する益々の高まりを表す．この「イ
ノベーション構造」と「育成すべき能力と人材像」は三
層の構造にあると考えます．
その第一層は，先端科学技術に属する “Differentiater”

であり，世界大競争において勝ち残る能力です．“科学
的発見”，“技術的発明” は主にここに位置づけられ，発
表論文の学術におけるインパクトは極めて大でもありま
す．育成すべき人材像は Type-D:「Differentiater科学技
術創造能力人材」であり，博士課程における教育と研究
の結合の重要性はここにあると言えます．
第二層目には，いわゆる “Enabler Technologies”が位

置する．先端計測技術および機器や世界最高速のスー
パーコンピューターなどを例として上げることが出来ま
しょう．この Type-E:「Enabler技術創造能力人材」もイ
ノベーション創出構造にとって不可欠な能力であり，高
等教育においては Type-D能力とあわせて Type-E能力
人材の育成策強化が必須です．
一方，イノベーションの三角形の第三層，“基盤科学
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技術とものづくり力” がイノベーション創出能力に重要
な役割を果たすことに，初等中等教育，高等教育も含め
て学術界は関心が薄いのではなかろうか．イノベーショ
ンを担う人材育成を強化する際には，国と学術・教育界
は相互呼応してこの第三層の「幅広い基礎技術と基盤
技術・技能人材」育成にも十分な配慮をし，適切なカリ
キュラム強化に加えて教育者自身の育成・充実施策をも
具体化すべきと考えます．
さらに，Fig. 3のイノベーション能力の三角形構造で

忘れがちな能力は，各階層の縦と横を結合させる能力：
Type-Σ能力です．換言すると，“知の創造場における横
の結合と社会的・経済的価値への縦の結合能力”と言え
ます．この Type-Σ能力の重要性については，学術界は
従来あまり立入った研究をしてなく，結果的に教育カリ
キュラムにおいても Type-Σ能力育成面が希薄であると
考えます．日本の強みを活かしたイノベーション能力を
強化する際，Type-Σ：「知の結合による価値の創造能力」
にもっと焦点を当てた施策と人材育成が極めて重要です．
学術界としても人文社会科学面と自然科学面から，さら
に両科学の横断型科学として取り上げることを期待する
と共に，横幹連合がそのイニシアチブをとることを期待
します．

5. 知の創造と社会経済価値創造との結合能力
強化策の提言

筆者は，平成 17年 8月から平成 18年 2月まで，「イ
ノベーター日本勉強会」を産学官の有識者の幅広い参加
の下，6回に渡り主宰しました [5]．
具体的なイノベーション創出事例およびそのメカニズ

ムの考察作業等で浮かび上がってきた我が国のイノベー
ション創出プロセスの強化着眼点を要約すると，

1. イノベーション創出の成功には，研究者の執念と経
営者の信念，および異った分野間の協業も含めた基
礎研究から実用化研究開発にわたる15～30年の地
道な努力の継続が必須．同時に，この間の適切な国
の関与の重要性が再確認された．
同時にその間，大学での産学連携活動で育った人
材が，当該イノベーションプロセスの産学における
新たな担い手になったという，“教育と研究とイノ
ベーションの結合” 面で好循環をもたらしたメカニ
ズムは重要である．

2. イノベーションを現実のものとするためには，適時
適切な社会へのアプリケーション（出口目標）の設
定が重要で，そのためには戦略的な技術と経営の両
輪のマネージメントが必要であり，国の科学技術イ
ノベーション政策は企業における事業経営と技術経
営の両輪一体経営に学ぶ点が多い．

3. 基礎研究による新たな知の創造の重要性と共に，そ
れらを結合・融合させ社会的・経済的価値創造に結
実させる仕組み：「場とネットワーク」が大事．多
くの事例は知識結合・融合の「場とネットワーク」
拠点形成に大変な努力を払っている．

4. イノベーション達成には，キーとなる要素技術（Dif-

ferentiater）の他に周辺技術（Enabler）および基盤
技術の進歩とそれを支える人材育成も重要なファク
ターである．「イノベーター日本」の強化にはこれ
らの同時並行的な育成が肝要．

5. これらの面で実効ある国の科学技術政策として，自
由な発想に基づく基礎研究の成果：「知の創造」を
「社会経済価値創造」という出口指向の研究開発に
上手く結びつける仕組みが重要であり，この視点か
ら基礎研究を担う文科省と研究資金配分機関と応
用・開発研究を担う関係省および研究資金配分機関
との間の垂直・水平連携の強化策は重要である．

6. 科学技術の枠だけではイノベーション創出は困難で
あり，人材育成，知的財産の適切な管理・流通シス
テム，初期需要形成，税制・規制の改革など，日本
の強みを活かし，弱みを改善する社会・経済システ
ム改革が重要である．

一方，我が国の産学官の潜在力が発揮されずイノベー
ション創出の阻害原因として挙げられた課題は，

1. 大学・政府，さらには産業界に存在する縦割り的組
織文化による，知の創造と価値創造の結合機能の
欠如

2. イノベーション創出に不可欠な技術群の同時並行研
究開発の視点不足

3. 産業界とアカデミアの時間的，質的アプローチ思想
のミスマッチ

が，挙げられた．
以上勉強会では，「自由な発想による基礎研究―目的

基礎研究―応用・実用化研究開発―製品開発・市場投入・
普及・標準化」というイノベーションのプロセスに必然
的に付随する不確定性・確率現象的および非連続的な
「知の創造と価値創造の結合機能」を一層高めることが，
イノベーション創出能力強化に効果的であることが浮か
び上がってきた．この視点に立って Fig. 4に示す「知と
価値創造の結合パイプライン網」（ナショナルイノベー
ション・パイプラインネットワーク）の構築を提案しま
した [5]．
その要諦は，次のように要約することが出来ます．

1. 連鎖しつつも開放性に富むイノベーションの流れに
おいて，知の創造と価値創造の結合の流れ（パイプ
ライン網）が基礎研究から製品開発・市場投入まで
垂直に双方向に繋がり，かつ網の目のように分野を
横断して水平方向にも双方向に結合する有機的な結
合構造．
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Fig. 4: 知と価値創造の結合のパイプライン網 [5, pp. 412-413]

2. イノベーションの流れの各段階（純粋基礎研究「知
の創造」，目的基礎研究，応用・実用化研究開発，
製品開発・市場投入・普及「社会経済価値創造」毎
に相互連携のもとで適切にマネージメントを行い，
知の創造を価値の創造に結実させ社会に還元すると
ともに，社会から知の創造にもニーズが還流：「バッ
ク・ツー・サイエンス」するネットワーク．

3. 国の 3倍にものぼる民間企業の研究開発投資メカニ
ズムも，以上のイノベーション・パイプラインネッ
トワークに一体となって捉えられている構造．

以上，提案した「知の創造と価値創造の結合パイプライ
ン網の構築」は，横幹連合の目指す「知の統合と社会へ
の貢献」の視点と共通するものではないだろうか．

6. 結び

本稿で提案したFig. 3および Fig. 4における「知の創
造と社会経済的価値創造の結合能力＝イノベーション創
出能力」とそれを支える「人材育成」の視点は，横幹連
合の「コトつくり長野宣言」における「知の統合に向け
た学問の深化とその推進」と「横断型科学技術を活用し
た社会的問題解決」および「知の統合を推進・定着させ
るための人材育成」と同じ視点であると考えます．
横幹連合および連合の会員は「コトつくり長野宣言

（平成 17年 11月 25日）」におけるコミットメントの実
行責任を担っているが，その実行こそが第 3期科学技術

基本計画の新機軸の「イノベーション」と「人材育成」
の実現そのものです．
同時にそれは安倍内閣総理大臣が進める「イノベー

ション 25」構想の実現の道でもあることを会員全員が
再確認し，具体的な行動と科学技術行政への建設的な提
言活動を継続することを切に期待します．
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